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（目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人理化学研究所（以下「研究所」という。）における公

的研究費（研究所において管理する全ての資金をいう。以下同じ。） の不正な使用（以下

「不正使用」という。）の防止等に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

２ この規程における「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による、公的研究費の他の

用途への使用又は法令、研究所の規程等並びに外部資金の配分機関の定めに違反した使用

をいう。 

３ この規程における「外部資金」とは、国内外の政府機関及び学術奨励団体等からの研究補

助金、研究助成金等並びに公的な受託研究資金をいう。 

（行動規範） 

第２条 公的研究費を執行する全ての役職員等は、公的研究費の執行に関する不正使用が研究

所への信頼を揺るがすものであることを認識し、次の各号に掲げる事項に留意し適切な研

究の遂行に努めなければならない。 

（１） 公的研究費の執行にあたっては、関係する法令及び研究所の諸規程等に基づき適

正に行われること。 

（２） 公的研究費が国の税金で賄われていることを強く認識し、研究者個人に交付され

た補助金であっても公的研究費の使用ルールを遵守し、適正に執行すること。特に、謝

金、旅費、物品費に係る研究費については、厳正に執行すること。 

（最高管理責任者） 



第３条 理事長は、公的研究費の不正使用の防止等について最終責任を負う者として、次の各

号に掲げる措置を講ずる。 

（１） 研究所における公的研究費の不正使用を誘発する要因を除去し、十分な抑止機能

を備えた環境・体制を構築すること。 

（２） 公的研究費を使用又は管理する者に対し、公的研究費の適正な管理に関する意識

向上を図ること。 

（統括管理責任者） 

第４条 法務統括本部長は、理事長を補佐し、公的研究費の不正使用の防止について研究所全

体を統括する責任と権限を有する。 

（研究費適正使用推進責任者等） 

第５条 次の各号に掲げる者は、研究費適正使用推進責任者（以下「推進責任者」という。）

として、研究所の各組織における公的研究費の不正使用の防止に関し当該各号に定める事

項について責任と権限を有する。 

（１） 人事労務部長 旅費、給与・謝金に関すること。 

（２） 経理部長 経理（予算執行を含む。）に関すること。 

（３） 調達部長 調達契約に関すること。 

２ 推進責任者は、法務統括本部長の指示の下、公的研究費の不正使用の防止に関する次の業

務を行う。 

（１） それぞれの所掌業務に係る必要な対策を実施し、その実施状況を確認するととも

に、法務統括本部長に報告する。 

（２） 公的研究費を使用又は管理する者に対し、公的研究費の適正な使用・管理及び不

正使用の防止に必要な事項についての教育を実施するとともに、受講状況を管理監督す

る。 

（３） 公的研究費の適切な運営・管理が行われているか等をモニタリングし、必要に応

じて改善を指導する。 

３ 推進責任者は、前項各号の業務を補佐させるため、研究費適正使用推進副責任者を指名す

ることができる 

（不正防止推進部署） 

第６条 研究コンプライアンス部は、研究所全体の観点から、不正使用に関する実態を把握・

検証するとともに、関係者と協力して、不正使用の防止を推進する。 

（不正防止計画及びモニタリング） 

第７条 法務統括本部長は、公的研究費の執行に関する不正使用の防止を推進するための不正

防止計画を策定するとともに、必要に応じ、その見直しを行う。 

２ 人事労務部長、経理部長及び調達部長は、研究コンプライアンス部と協力しつつ不正防止

計画の対応状況のモニタリングを行い、その結果を法務統括本部長に報告する。 

（誓約書） 

第８条 研究所は、公的研究費を使用又は管理する者に対し、規程等の遵守をはじめ不正使用

を行わないこと、規程等に違反して不正使用を行った場合は研究所や配分機関の処分及び

法的責任を負うことを盛り込んだ誓約書の提出を求める。 

（相談窓口） 



第９条 研究所における公的研究費の使用に関する制度、ルール及び事務処理手続き等につい

て、研究所内外から相談を受け付ける窓口として、相談窓口を置く。 

２ 相談窓口は、外部資金に関しては外部資金部とし、その他は経理課とする。 

（告発窓口） 

第１０条 不正使用の疑いの指摘、本人からの申出（以下「告発」という。）を受け付ける窓

口として、告発窓口を置く。 

２ 告発窓口は、研究コンプライアンス部とする。 

３ 研究所は、前項のほか、必要に応じて、研究所外に告発窓口を置くことができる。 

（告発の方法、取扱い） 

第１１条 告発は、電話、電子メール、書面又は面会とする。 

２ 前項の告発は、原則として、顕名により行われ、不正使用を行ったとする者又はグループ、

不正使用の態様等、事案の内容等が明示され、かつ不正とする理由が示されているものを

受け付けるものとする。 

３ 匿名による告発があった場合は、その内容に応じ、顕名の告発に準じた取扱いをすること

ができるものとする。 

４ 報道又は他の外部機関からの指摘があった場合は、告発があった場合に準じた取扱いをす

ることができる。 

５ 法務統括本部長は、不正使用に関する告発を受け付けたときは、速やかに、理事長に報告

しなければならない。 

６ 顕名による告発の場合、原則として、受け付けた告発に基づき実施する措置の内容を、告

発者に通知する。 

（調査） 

第１２条 理事長は、前条第５項の報告を受けたときは、告発の受付から３０日以内に、告発

の内容の合理性を確認し調査の要否を判断する。 

２ 前項の調査の要否を判断するにあたっては、統括管理責任者は、不正使用の疑義が生じて

いる事項における推進責任者に命じ、告発の内容の合理性を確認する。 

３ 理事長が、調査の実施が必要と判断した場合は、研究コンプライアンス部が、次の各号に

ついて調査し認定を行うものとする。ただし、理事長が必要と認める場合は、研究所に属

さず、かつ、研究所と直接の利害関係を有さない第三者を含む調査委員会を設置し、調査

委員会において調査し認定を行うものとする。 

（１） 不正使用の有無 

（２） 不正使用の内容 

（３） 関与した者及びその関与の程度 

（４） 不正使用の相当額等 

４ 前項の規定にかかわらず、公的研究費が外部資金に該当する場合は必ず調査委員会を設置

するものとする。 

５ 調査委員会の委員は、告発者、被告発者と直接の利害関係を有しない者のうちから、理事

長が指名又は委嘱する。 

６ 調査委員会に委員長を置き、理事長の指名する者をもって充てる。 

７ 調査委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

８ 調査委員会の事務は、研究コンプライアンス部が行う。 



９ 研究所は、調査の実施期間中、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に対

し、全て若しくは一部の研究費の使用停止を命ずることとする。 

１０ 不正防止推進部署又は調査委員会は、第３項の調査及び認定の結果を速やかに研究所へ

報告する。ただし、不正使用の事実が一部でも確認された場合は速やかに認定し、報告す

ること。 

１１ 研究所は、告発に係る公的研究費が外部資金に該当する場合は、配分機関に対し、次の

各号の措置を講ずるものとする。 

（１） 調査の実施の要否の報告 

（２） 調査方針、調査対象及び調査方法等についての報告及び協議 

（３） 告発の受付から２１０日以内に、調査結果、不正使用の発生要因、不正使用に関

与した者が関わる他の外部資金における管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む

最終報告書の提出。ただし、期限までに調査が完了しない場合は、調査の中間報告書の

提出 

（４） 調査の過程において、不正使用の事実が一部でも確認された場合、速やかに認定

し、報告すること。 

（５） 調査の終了前に配分機関から求めがあった場合は、調査の進捗状況報告書及び調

査の中間報告書を提出すること。 

（６） 調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提出、

閲覧又は現地調査に応じること。 

（調査結果の公表） 

第１３条 研究所は、調査の結果、不正使用が認定されたときは、特段の事情がない限り、次

の事項を公表する。ただし、合理的な理由がある場合は、不正使用に関与した者の氏名及

び所属等を非公表とすることができる。 

（１） 不正使用に関与した者の氏名及び所属 

（２） 不正使用の内容 

（３） 研究所が公表時までに行った措置の内容 

（４） 調査委員会を設置した場合においては、調査委員会委員の氏名及び所属 

（５） 調査の方法、手順等 

（６） その他必要な事項 

２ 研究所は、調査の結果、不正使用の認定がされなかったときは、原則として調査結果を公

表しない。ただし、調査事案が外部に漏えいしている場合又は被告発者の名誉を回復する

必要があると認められる場合は、調査結果を公表することができる。 

この場合において、公表する内容は、不正使用は行われなかったことの他、必要な事項

とする。 

３ 研究所は、調査の結果、当該告発が告発者の悪意に基づくものと報告があったときは、前

項の他、告発者の氏名及び所属を公表する。 

（不正使用に対する措置） 

第１４条 研究所は、不正使用があったと認められる場合においては、不正使用を行った者

（不正使用を行った者の所属長等に管理責任があると認められるときは当該者を含む）に

対して、その違反の程度に応じ、必要な措置を厳正に行うものとする。 



２ 研究所は、役職員以外の者に不正使用があったと認められる場合においては、必要に応じ

て、損害賠償請求又は告訴するものとする。 

（調査への協力） 

第１５条 法務統括本部長は、調査において、必要に応じ、役職員等に対して協力を依頼する

ことができる。この場合において、役職員等は当該調査に協力しなければならない。 

（告発者、被告発者等への配慮） 

第１６条 研究所は、悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発したことを理

由に、告発者に対し、解雇、降格、減給その他不利益な取扱いをしてはならない。 

２ 研究所は、相当な理由なしに、単に告発がなされたことのみをもって、被告発者の研究活

動を部分的又は全面的に禁止したり、解雇、降格、減給その他不利益な取扱いをしたりし

てはならない。 

３ 研究所は、調査協力者等が不利益を受けることがないよう十分配慮するものとする。 

（情報漏えいの防止） 

第１７条 研究所は、告発者、被告発者、告発内容及び調査内容について、調査結果の公表ま

で、調査関係者以外に漏えいしないよう十分配慮する。 

２ 調査の実施等事案の処理に当たっては、調査対象の研究活動に係る公表前のデータ又は論

文等の研究上若しくは技術上の秘密とすべき情報が、調査の遂行上必要な範囲外に漏えい

することのないよう十分配慮する。 

（情報発信） 

第１８条 研究所は、研究所における公的研究費の不正使用の防止等に関する取組等について、

ホームページ等で研究所内外に公表する。 

（雑則） 

第１９条 この規程に定めるもののほか、公的研究費の不正使用に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

この規程は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２１日規程第２３号） 
 

 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年９月２６日規程第５４号） 
 

 

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２６日規程第１４号） 
 

 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年５月２８日規程第２２号） 
 

 

この規程は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月１７日規程第４６号） 
 

 

この規程は、平成２１年１０月１日から施行する。 



附 則（平成２１年１２月２５日規程第６４号） 
 

 

この規程は、平成２２年１月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月２５日規程第２２号） 
 

 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月２３日規程第３９号） 
 

 

この規程は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月１０日規程第１１号） 
 

 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月２４日規程第４４号） 
 

 

この規程は、平成２４年７月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２８日規程第２５号） 
 

 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月２３日規程第７３号） 
 

 

この規程は、平成２６年１０月２４日から施行する。 

附 則（平成２６年１１月１４日規程第７７号） 
 

 

この規程は、平成２６年１１月２１日から施行する。 

附 則（平成２７年２月２６日規程第２２号） 
 

 

この規程は、平成２７年３月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２５日規程第９３号） 
 

 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月１２日規程第３７号） 
 

 

この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規程第４９号） 
 

 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日規程第３５号） 
 

 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２９日規程第６１号） 
 

 

この規程は、平成３０年７月１日から施行する。 



附 則（令和２年３月２５日規程第２５４号） 
 

 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２５日規程第２５４号） 
 

 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日規程第４２０号） 
 

 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２３日規程第２８号） 
 

 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１０月３１日規程第１０８号） 
 

 

この規程は、令和５年１１月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月３１日規程第１２９号） 
 

 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月１９日規程第７５号） 
 

 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年６月２６日規程第１９６号） 
 

 

この規程は、令和７年７月１日から施行する。 


